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1. はじめに

COVID-19 の蔓延によって日常
生活の多くが影響を受けたなかで、
パンデミックが人々の働き方と働
く場所に与えた影響は特に劇的で
あった。在宅勤務、その他のリモー
トワークを含むテレワークの形態は、
情報技術の進化の恩恵もあり、21
世紀初頭の 20年間に徐々に増加し
ていた。そして、パンデミックの発
生はそれまでの動きを大きく加速さ
せることになった。人との接触が制
限され、ソーシャルディスタンスが
求められるなかで、特にホワイトカ
ラーの職種は従来の典型的な通勤
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スタイルから即座にテレワークに移
行することになったからである。

ようやく対面での活動が再開され
てきたとはいえ、パンデミック時代
に起きた働き方の変化はある程度
持続的であることが証明された。テ
レワークの割合は、パンデミック前
の水準を大きく上回っており、多く
の就業者は、雇用主がハイブリッド
な勤務形態に対応することを期待
するようになった（Alexandor et al., 
2021, Dahik et al., 2020）。

こうした新たなハイブリッドワー
クの勤務形態が広がるなか、フレ

キシブルオフィスやコワーキングス
ペースといった非伝統的なオフィス
環境の役割が特に注目を集めてい
る。COVID-19 が発生する前の 10
年間、フレキシブルオフィスは、勤
務地の地理的制約を受けない比較
的少数の就業者を対象とすることが
多かった。現在、ハイブリッドワー
クが可能となった就業者が大幅に
増加していることを考えると、フレ
キシブルオフィスの場所の成長と空
間的な拡張の変遷をみることは、ポ
ストCOVID時代に人々がどこでど
のように生活し、働きたいかを知る
ための洞察にも繋がる。
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今回の寄稿では、COVID-19 の
大流行が首都圏のフレキシブルオ
フィスの空間分布に与えた影響を評
価することを主な目的として、パン
デミック前とパンデミック中のフレ
キシブルオフィス開設の空間的・時
間的傾向について考察した。その
結果、COVID時代にはフレキシブ
ルオフィスの郊外化の傾向が強く、
2020年以降に供給されたフレキシ
ブルオフィスは、中心市街地の外に
立地する傾向が非常に強いことが
わかった。一方、リモートワークの
割合とフレキシブルオフィスの空間
的な普及の間には正の相関があるこ
とが確認できたが、日本で今後もリ
モートワークがどう定着、推移する
かが不透明な点もあるため、フレキ
シブルオフィスの将来におけるトレ
ンドまでを推測することは難しいと
言わざるを得ないことを付記してお
きたい。

本稿では、まず、第2節で分析対
象とした指標データとデータを分析
する方法について説明する。次に、
第3節で分析結果について報告し、
最後に、第4節で分析から得られる
示唆についてまとめる。

2. 分析対象と分析手法

今回の分析では、首都圏におけ
るフレキシブルオフィスの立地的な
変化に着目した。まず、分析対象と
した地域の概要を説明する。他国の
伝統的かつ一元的な都市とは異な
り、東京圏についてはその経済活動
に単一の支配的な中心地を特定す

ることがやや困難である。
山手線は 34.5kmのループを形成

しており、これが首都圏のアーバン
コアと言えるかもしれない。山手線
沿線にはターミナル駅が多数あり、
その各駅周辺にそれぞれ経済活動
が集中している。図1は、新宿、渋谷、
品川、東京、上野、池袋の 6 つの
主要ターミナル駅の位置、図2は、
各駅の 2019年と 2020年（分析時点
の最新データ）の 1日の乗降客数の
概要を示している。これらの拠点周

辺では、大規模な土地利用が行わ
れており、小規模な都市集積地で
あれば、独立した中心業務地区とし
て認められるような複合用途ゾーン
が形成されている。

伝統的な意味での一極集中型で
はないものの、東京は高度に中心化
された都市である。首都圏の経済
活動のうち、ほとんどは、上記の主
要駅とその周辺、そして山手線に囲
まれた地域で形成されている。2020
年の国勢調査による昼間人口と夜間

図 1　東京の主要ターミナル駅

図 2　東京の主要ターミナル駅における 1 日の乗降客数
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人口の比率から人の集中度を概観
すると、図3のとおり、東京都に隣
接する神奈川県、千葉県、埼玉県
からは 1日の流出人口が多く、東京
都は一日の流入人口が多いことがわ
かる。

本分析では首都圏におけるフレ

キシブルオフィスの空間的な変遷を
主にみるため、首都圏を、300 を超
える都市レベルの管轄区域に分割
したうえで、それをわかりやすく3
カテゴリーに分類した。まず、最も
企業が集中し、最も通勤者の流入
が多い、千代田区、中央区、港区、

新宿区、渋谷区の 5区を、東京の
CBD（Central Business District：
中心ビジネス地区）と定義した。そ
して、東京都の残りの 18区をURA

（Urban Residential Area：都市居
住区）と定義した。最後に、東京都
の 23区以外の地域、および隣接す
る千葉県、神奈川県、埼玉県の地
域 をSA（Suburtan Areas:郊 外 地
域）と定義した。図4は、これら 3
つのカテゴリーの地理的な位置関係
を示している。

これら 3 カテゴリーと上記の昼夜
間人口比をより精緻に見てみると、
この分類の妥当性が確認できる。
図5が示すように、CBDは通勤に
よる流入が激しく、昼間の人口が 5
倍以上に膨れ上がっている。一方、
SAは昼夜間人口比率が圧倒的に低
くなっており、雇用の集中度が比較
的低く、通勤者の流出が多いことを
示唆している。なお、URAの昼夜
間人口比の平均は 1を少し上回る程
度であり、雇用密度と住居の集中が
比較的バランスよく混在している地
域だといえるだろう。
図6a、図6bは、最小分類である

市区町村別の人口流動を詳しく見た
ものである。CBDを構成する 5 つ
の区は圧倒的に流入が多く、CBD
の区はすべて日中に人口が少なくと
も 2倍に増えている。URAのうち 5
つの地域が日中20％以上人口を増
やしている。また、SAのなかで横
浜市、川崎市、千葉市、さいたま市
などの大都市近郊の一部で人口が
流入している地域もある。しかし、
人口流出が最も多いのはほぼSAエ
リアとなっている（URAの練馬区を

図 3　昼夜人口比率（都道府県別）

図 4　首都圏の地理的分類

図 5　昼夜人口比率（場所分類別）
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除く）。
次に、フレキシブルオフィスの空

間的な位置の変化を評価するため
に、3 つの地理的なカテゴリー（CBD、
URA、SA）ごとに、年ごとのフレ
キシブルオフィス開設状況を測定し
た。本分析では、ザイマックス不動
産総合研究所によるフレキシブルオ
フィス市場調査で得られたデータを
使用している（Xymax real estate 
institute, 2023）。なお、フレキシブ
ルオフィス事業者およびそれらの拠
点に関する情報を完全に網羅できて
いるとはいえない可能性があり、本
データは広範ではあるものの、フレ
キシブルオフィス事業者およびそれ
らの拠点に関する情報を完全に網
羅できているとはいえない可能性が
ある。具体的には、拠点のオープン
年について、いくつかの拠点で正確
な情報を入手できなかったため、そ
のような場合には調査により初めて
存在を把握した年をオープン年とし
ている。一方で、オープン年が不明
な拠点について地理的な分布に傾
向はみられなかったことから、今回
のフレキシブルオフィスの空間的変
化に関する我々の分析には大きな偏
りは含まれにくいものと考えられる。

3. 分析結果

東京における雇用の分布が都心
集中型であることとから、初期にお
けるフレキシブルオフィスの供給は
都心部に集中していた。2015年以
前のフレキシブルオフィスの供給を
みると、2013年には 18拠点、2014
年には 32拠点、2015年には 28拠点

と、比較的控えめに推移していた。
2015年以前において、フレキシブル
オフィスの大部分は、世界の多くの

大都市と同様に東京の都心部に供
給されており、62.4%がCBDに立
地し、26.1%がURA、わずか 11.5%

図 6a　行政区別流入・流出状況（流入が多い順）

図 6b　行政区別の流入・流出（流出が多い順）

図 7　フレキシブルオフィスの場所別開設率
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がSAに立地していた。図7は、各
年に開設されたフレキシブルオフィ
スの 3地域カテゴリー別の割合を示
したものである。

2016年からCOVID-19 が大流行
する前の 2019年にかけての数年間
に関しては、日本では企業の働き方
改革によるテレワークが伸びるのに
呼応する形でフレキシブルオフィス
の開設が加速してきた。2016年には
83拠点、2017年には 111拠点、2018
年には 135拠点、そして 2019年には
294拠点が開設した。このフレキシブ
ルオフィス市場の成長には、緩やか
な空間の拡大がみられており、2016
年から 2019年にかけては新規拠点
の約20％以上がSAに開設された。

2020年以前の順調だが緩やかな
成長とは対照的に、COVID-19時

代にはフレキシブルオフィスの開
設が急増した。2020年には 326拠
点のフレキシブルオフィスが開設
され、2021年には 553拠 点、2022
年には 960拠点が開設された。こ
のようにフレキシブルオフィスの供
給量が顕著に増加したことに加え、
COVID-19 の 開 始 以 降、URAや
SAへの供給の広がりはさらに顕著
になった。2021年と 2022年の 2年
において、新しいフレキシブルオフィ
スのほぼ 3分の 2 がCBDの外に開
設された。図8は、この拡大を視覚
的に表したものである。

これらのデータを元に行ったシ
ンプルなロジスティック回帰では、
COVID-19 の発生と、フレキシブル
オフィスが都心以外で開設されるか
否かとの間に統計的に有意な関連が
あることが確認された。表1は、4

つのモデルの結果を示している。モ
デル 1と2 の被説明変数は、フレキ
シブルオフィスがSAに開設された
か（「1」）、URAまたはCBDに開設
されたか（「0」）であり、モデル 3 と
4 の従属変数は、フレキシブルオフィ
スがCBD以外（SAまたはURA）に
開設されたか（「1」）、CBD内に開設
されたか（「0」）を示すダミー変数で
ある。説明変数は年（ダミー変数で
はなく連続変数）と「ポストCOVID」
ダミー変数を用いている。モデル 1
と 3 については、COVID-19 の流
行前後で、フレキシブルオフィスが
都心以外に開設される傾向が年々
高まっていく度合いとの間に関係は
ないものと仮定している。モデル 2
および 4 は、年と「ポストCOVID」
ダミー変数との交互作用項を追加し
ており、COVID-19 の流行後にフレ

図 8　フレキシブルオフィスの開設状況（年度別）
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キシブルオフィスの都心以外での開
設が加速（もしくは減速）したか否か
を検証するためのものである。

モデル 2、4 ともに交互作用項の
係数が正で統計的に有意であるこ
とから、COVID-19流行を期にSA
やURAにフレキシブルオフィスが
設置される傾向が加速したといえ

る。図9と図10は、上記のモデルか
ら得られた予測値を用いて、このフ
レキシブルオフィスの郊外（もしくは
都心以外）への進出が加速したこと
を描写したものである。単純な年別
推移（実線）では、2022年にSAに
フレキシブルオフィスが立地する確
率は 0.19 であったが、COVID-19

流行後の推移を年別推移と合わせ
て考慮すると、SAに立地する確率
は 0.47 に上昇する（点線）。同様
に、COVID-19以前のパターンが
継続すると仮定すると、2022年に
フレキシブルオフィスがCBD以外
に開設される確率は 0.48 となるが、
COVID-19以後のトレンドを取り入
れると、その確率は 0.67に上昇する。

4. 考察とまとめ

テレワークの増加とフレキシブ
ルオフィス需要の空間的な広がり
との間の概念的な関係は明確であ
る。ワーカーが働く場所の自由度を
高めることで、多くの人が自宅近く
の郊外のエリアを選んで働くことに
なり、フレキシブルオフィスは、都
心から離れた住宅エリアに立地する
ことで、こうしたニーズに対応する
ことができる。このような背景から、
COVID-19 の時代に東京圏でフレ
キシブルオフィスが空間的に拡散し

図 9　郊外への出店におけるコロナの影響度の予測
（表 1, モデル 2）

図 10　都心外への出店におけるコロナの影響度の予測
（表 1, モデル 4）

表 1　ロジスティック回帰
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たのは、パンデミック時のテレワー
クの増加に起因すると考えられる。

しかし、その結論の前に、本分析
で行ったパンデミック前後でのフレキ
シブルオフィスの空間的な傾向を検
証することは有益である。上記の図
7 から、COVID-19 の流行前の 4年
間（2016 ～ 2019年 ）に、SAとURA
におけるフレキシブルオフィスの成長
が緩やかではあるが着実に進んでい
たことが示された。しかし、この郊
外への広がりがテレワークによる需
要増による対応であったかは明らか
ではない。総務省のデータ（令和元
年通信利用動向調査の結果（概要）
https://www.soumu.go.jp/main_
content/000689455.pdf）では、テレ
ワークの制度を導入している企業の
割合が 2016年の 13.3％から 2019年
の 20.2％に伸びていることが記され
ているが、国土交通省の調査では、
東京圏でテレワークをする労働者の
割合は同期間に比較的安定していた

（テレワーク人口実態調査https://
www.mlit.go.jp/report/press/
content/001471975.pdf）。このように、
パンデミック発生以前は、テレワーク
する人口の割合が大幅に変化するこ
となく、フレキシブルオフィスではあ
る程度の空間拡散が起こっていた。

もちろんパンデミックによって、国
民の多くが初めてテレワークを行う
きっかけとなったことは間違いない。
国土交通省のデータによると、2021
年には非自営業者の 27％がテレワー
クに従事し、2020年は 23％、2019
年はわずか 14.8％だった。首都圏

では、テレワークの割合はより高く、
2021年には非自営業者の 42%に達し
た（国交省、2022年）。他の研究で
は、テレワークの全体的なレベルは
低いものの、パンデミック後の増加
は同様であると指摘している。例え
ば、Okubo（2020）は、パンデミック
前夜（2020年1月）にテレワークに参
加した労働者は 6％に過ぎなかった
が、2020年3月には 11％、同年7月
には 17％に達していると報告してい
る。日本生産性本部（2023）は、2020
年5月にテレワーク率が 31.5％と高
い水準にあったことを指摘している。

この関係については、因果関係
を証明することはできないが、状況
証拠から、パンデミック以前とは異
なり、テレワークの増加、特に自宅
でのテレワークに関する課題が、郊
外のフレキシブルオフィスへの需要
を強く後押ししていることがわかる。
2020年にテレワークが急増する中、
日本では労働環境に対する満足度
が低く、2020年5月には労働者の 3
分の 2 がテレワークによって生産性
が低下したと回答し、テレワークに
対して「非常に満足」した労働者は
18.8％に過ぎなかった（日本生産性本
部、2023）。こうした生産性の低下
や満足度の低さの原因として、調査
からは特に、在宅勤務環境に対する
不満が広がっており、十分な施設や
設備の不足、社会的孤立、コミュニ
ケーションの難しさなどが、テレワー
カーの共通の不満であった（Goto & 
Hamano, 2020; Japan Productivity 
Center, 2023; Kitagawa et al., 2021; 
Umishio et al., 2022）とされている。

フレキシブルオフィスは、パンデミッ
ク発生時に在宅勤務の環境に不満
を持つ労働者の受け皿として機能
したことで、この拡大した顧客層の
ニーズの受け皿となったと考えられ
る。また、前述のように在宅勤務の
多くの側面に不満を持っていた一方
で、多くのテレワーカーは在宅勤務
がもたらす通勤負担の軽減に高い満
足感を示していた（Goto & Hamano, 
2020）。東京圏の中心的な性質と、
COVID以前の時代にCBDにフレキ
シブルオフィスが集中していたこと
を考えると、郊外地域の新しいテレ
ワーカーは、パンデミックの開始時
点では居住地近くのフレキシブルオ
フィスを選ぶことができなかったこ
とが示唆される。このことは、パン
デミック発生後においてフレキシブ
ルオフィスがいわゆる郊外エリアに
空間的に拡大したことは、郊外エリ
アの顧客基盤の急速な拡大への対
応であったことを示唆している。

COVID時代にフレキシブルオフィ
スは空間的に普及し、量も急速に増
加したと言えるが、果たして今後に
ついてはどうだろうか。日本におけ
るテレワークは、他の先進国と比べ
ても相対的に低い水準にとどまって
いるとも言える。2020年7月に 8 カ
国の労働者を対象に行われた調査
では、日本の労働者はテレワークに
参加する割合が最も低かった（31％）
とされている。一方、中国では
75％、米国では 61％、イタリアでは
61％、英国では 55％の労働者がテ
レワークを行っていた（Mori, 2021）。
さらに、日本の労働者では、テレワー
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クに対する満足度が経年的に上昇
したものの、COVID-19 の大流行
の影響が後退したことで、テレワー
ク率が若干低下している（日本生産

性本部、2023）という調査もある。
このように、テレワークの台頭と東
京の郊外型フレキシブルオフィス需
要との関連性は注目に値するが、こ

うしたハイブリッドワークの勤務形
態の持続性が、今後のフレキシブル
オフィス空間需要動向を考察するう
えで重要な要素になると思われる。
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